地球温暖化を踏まえたASEANの長期交通行動計画に関する研究報告書

1． 業務の目的

「低炭素における交通体系に関する研究」の成果から、ASEAN内の経済格差、海で隔たれた地理的条件、無動力交通の高いシェアといった当該地域特有の問題点に対し、より詳細まで考慮した研究が重要であることは明らかである。また、当該地域における交通からのCO2排出量の伸びは著しく、しかし同じく伸びが懸念される中国やインドと異なり、交通政策の長期的展望に欠けている。そこで本事業では、地球温暖化を考慮したASEAN初の長期的な交通政策の提言を行う。ここでは、「ASEAN交通行動計画」の先の、2050年のあるべきASEANの交通について、ASEAN事務局や現地研究者らと共同で調査研究を行うことで、現地の緻密な分析に基づいた長期的な交通政策のビジョンを構築する。
２．業務活動の方法及び項目
本年度の業務は、これまでに構築してきたASEANの長期交通行動計画を導くための方法の共通フレームを用いて、ASEAN各国および全域に向けた政策提言を行うことにある。また、この提言を含む報告書、およびシナリオ構築・CO2削減の定量評価ツールについては、ウェブにて無償提供を行う。
以下に本年度の業務の進め方、各業務の項目を示す。
（１）業務の進め方（委員会）
本年度の業務の運営にあたり、日本人の研究チームからなるLPA運営委員会を設置し、研究の進捗状況や方針についての検討を行うこととした。また、昨年度に引き続き、海外の研究協力機関やASEAN現地の交通専門家らによる全体（ステアリング）委員会を年間で4回開催し、お互いの成果に関しての情報共有と、その活用に関してのディスカッションを行った。

（２）業務項目
本年度の業務項目は次のとおり。

1 「シナリオ構築ツール」「定量評価ツール」および研究成果の整理
2 研究成果報告
3 研究成果普及
３．業務の内容

ここでは、報告書にまとめた各業務の内容と、開催した会議、セッション等について要約して紹介する。
（１）研究概要（報告書第１章：事業内容①） 

ここでは、本研究の背景および目的、研究対象といった基礎的な情報の整理をおこなった。具体的には、研究の前提条件となる、温暖化という視点からの交通分野が置かれている現状の把握、ASEANという地理的、政治的に特殊な状況の解説などである。続いて、本研究で採用するビジョニング・バックキャスティングアプローチについて説明を行っている。まず、このアプローチを行うにあたっての目標設定の考え方、前提となる将来の社会・交通像とそこに至るまでのシナリオを描く手法としてのビジョニング・アプローチ、そして必要となる交通政策を選択する手段としてのバックキャスティング・アプローチについての説明を行っている。
（２）政策評価手法および政策評価ツールの開発（報告書第２章：事業内容①）
ここでは、（１）で説明したビジョニング・バックキャスティングアプローチの実行を補助するためのビジョニング・ツール（シナリオ構築ツール）およびバックキャスティング・ツール（定量評価ツール）の開発についての説明を行っている。なお、両ツールの具体的な使い方については、報告書の付録Aに、ツールに含まれる政策パッケージの詳細については付録Bにまとめている。
（３）研究成果（報告書第３章：事業内容①）
ここでは、本研究の成果として得られたASEAN全域の社会像・交通像、および全10か国の将来の社会像・交通像と、CO2削減目標達成のために必要となる政策リスト、政策導入によるCO2削減効果について取りまとめたカントリーレポートを掲載している。

なお、インドネシア・フィリピン・マレーシア・タイ・ベトナムについては、より詳細な分析を行っており、その結果は完全版のカントリーレポートとして、付録Cに掲載している。

（４）まとめ（報告書第４章：事業内容①、③）
ここでは、（３）で示した各国のカントリーレポート、ならびにASEAN全域の横断的な分析から得られた、交通分野からのCO2排出量を大幅に削減するために必要となることを示している。具体的には、Avoid政策導入が不可避であること、現在の公共交通の質の向上や徒歩・自転車の環境改善が求められること、政策の早期導入が重要であること、他分野・関連機関との連携が不可欠であること、の4点を本研究の最終的なまとめとして示している。
なお、本研究の報告書（英語版）ならびに開発したツールは、ASEAN地域でより広く活用されることを企図して、研究協力機関のクリーン・エア・アジア（CAA）のウェブサイトに設けられた専用ページにて配布されている。
（５）国際会議、セミナー、セッション（事業内容②）
本年度実施した国際会議、セミナーについて、以下に簡単に記載する。
1 関係者会議（インドネシア）

インドネシアの政府関係者・学識経験者等をお招きし、将来の社会像・交通像を構築すること、およびバックキャスティング・ツール（政策評価ツール）を用いてCO2削減に必要な政策パッケージの抽出を行ってもらうことを目的として、2013年9月に開催。2日間でのべ36名が参加した。この会議の成果は、本研究の政策提言に反映されるとともに、結果や意見をツールに反映させることに用いられる。
2 関係者会議（フィリピン）
インドネシアで開催した関係者会議と同様の会議をフィリピンの政府関係者・学識経験者等をお招きして、2013年9月に開催した。2日間でのべ44名が参加した。

3 ASEAN地域の行政官らを対象としたビジョニングおよびバックキャスティング・ツールの講習会の開催
「地球温暖化を踏まえたASEANの長期交通行動計画に関する研究　最終報告会（内容は以下を参照）」のプレイベントとして、最終報告会に出席いただいたASEANの行政官らを対象として、みずほ情報総研の岡氏を講師とするビジョニングおよびバックキャスティング・ツールの使い方についての講習会を行った。（参加者　18名）
4 地球温暖化を踏まえたASEANの長期交通行動計画に関する研究　最終報告会
2011年から3か年にわたった本研究の最終成果を広く知っていただくことを目的として、2014年2月に開催した。以下に、当日の講演者等をまとめて記載する。
司会：

· 源内正則（運輸政策研究機構）

開会挨拶：

· 鷲頭誠（運輸政策研究機構）

来賓挨拶：

· 中原八一（国土交通大臣政務官）

基調講演：

· B・スサントノ（インドネシア交通副大臣）
· I・パドゥーJr.（フィリピン運輸通信省）

· B・ロハニ（アジア開発銀行）

· D・バニスター（オックスフォード大学）
研究発表：
· 竹下博之（運輸政策研究機構）
· D・パリケシット(ガジャマダ大学)

· R・レヒドール(フィリピン大学) 
· A・メヒア(クリーン・エア・アジア)
モデレーター：
· C.モハンティ（国連地域開発センター）

パネリスト：

· I・パドゥーJr.（フィリピン運輸通信省）
· D・バニスター（オックスフォード大学）
· D・パリケシット(ガジャマダ大学)
· 林良嗣（名古屋大学）
· 松岡巌（笹川平和財団）
5 ビジョニングおよびバックキャスティング・ツールの講習会の開催
ベトナムの大学生や大学教員・行政官らを対象として、ハノイおよびホーチミンシティの両都市において、本研究で開発したツールのトレーニングセッションを開催した。参加人数はそれぞれ24名、34名と大変盛況なものであった。
４．事業の成果、達成状況
本事業は3年計画であり、本年度は最終年度にあたる。以下に、事業計画時に設定した3つの事業内容に沿って、その達成状況について簡単に説明を行う。

1 「シナリオ構築ツール」「定量評価ツール」および研究成果の整理（事業内容１）：
上記事業実施のため、期間中に4回の全体委員会を開催した。全体委員としてガジャマダ大学パリケシット教授、フィリピン国立大学レヒドール教授らをはじめとした現地の交通専門家をお招きし、両ツールの最終的な開発に関するご意見をいただいたうえでツールの開発を行うとともに、ASEAN各国および全域に向けた最終提言の検討を1年間かけて行ってきた。
また、パリケシット教授、レヒドール教授に中心となってもらい、それぞれの国において関係者を招いて、各国の将来の社会像・交通像を描く会議を開催し、その結果をツールに反映させることを行った。
これらの結果、本事業については十分に達成できたと考えている。実際に、現地の専門家や行政官などから、ツールや研究成果について高い評価が得られている。

2 研究成果報告（事業内容2）
当初想定していたAPEC交通大臣会合においての研究成果報告は、会合への参加そのものが困難であることが明らかとなったために実現ができなかった。しかし、国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）のアジア交通大臣フォーラムや、日ASEAN交通連携次官級交通政策会合等の国際会議等で当研究の成果報告を行い、研究成果を広く普及することに努めてきた。特に、日ASEAN交通連携では、本研究の成果を次期交通分野における環境行動計画に活用していただけることになった。
また、2月には東京において本研究の最終報告会を開催し、研究成果としてASEAN各国および全域を対象とした、温暖化を考慮した交通政策に関する提言を行った。最終報告会は、バンバン・スサントノ・インドネシア交通副大臣をはじめとした、ASEAN地域の専門家・行政官らを含めた多くの方々にご出席いただき、大変盛況なものになった。この報告会を通じて、本研究の成果を広く普及することができたと考えている。
上記のことから、本事業についても達成できたものと考えている。

3 研究成果普及（事業内容3）
当研究の成果物である報告書および「シナリオ構築ツール」「定量評価ツール」を無償提供するために、研究協力機関であるCAAの協力のもと、彼らのウェブ上に配布ページを構築した。既に報告書及び両ツールの配布は始まっており、現在誰でも無償で入手が可能となっている。このウェブページを中心とした交通政策研究ネットワークが形成されることが期待できる。これにより、本事業の達成はできたものといえる。

さらに、当初の予定に加えて、ベトナムから開発したツールの講習会開催の要望があったことを受け、2014年6月に「シナリオ構築ツール」「定量評価ツール」に関するトレーニングセッションを開催した。当日は多くの学生・研究者・行政官らにご参加いただき、研究成果やツールの理論や操作方法に関する講義を行った。参加者の反応はおおむね好評なものであり、今後ベトナムで本研究の成果が活用されることが期待できる。

また、その他の国からもトレーニングセッション開催の要望があったが、予算や時間の制約、 政情不安などの理由から、残念ながら開催を見送ったところもある。そのような要望に今後応えていけるよう、トレーニング教材の開発を行った。今後はこのトレーニング教材を活用し、さらなる成果の普及に取り組んでいく予定である。
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